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1 問題関心 

子どもの貧困は景気動向を超えた構造的な問題である。具体的には、第一に労働の不安

定化とその結果としての勤労世代における貧困の拡大、第二に子ども期を保障する社会的

基盤の脆弱化、第三に子どもの養育・教育の家族依存といった構造的な背景が、子どもの

貧困にはある[松本 2017]。第一の背景について、男性（正社員）中心的な雇用慣行が残り

続けていることが逆説的に労働の不安定化を引き起こしていること、さらに第二、第三の

背景について子どもの養育・教育責任を負うことが、経済的には父親、担い手の面では母

親に期待されていることを踏まえると、これら子どもの貧困の構造的背景は「男性は有償

労働、女性は無償労働」という性別分業と深く関わっていると言える。端的に言って、子

どもの貧困はジェンダー化された社会現象である。 

生活保障システム論の分野では、子どもの貧困を生み出すジェンダー化された構造的背

景を男性稼ぎ主型生活保障システムと称する[大沢 2017; 2014]。この議論では、日本社会

においては、政府および非営利組織の取り組みが抑制される中で、男性（夫・父）の得る

賃金と彼らが雇用されていることでアクセスを許される企業福祉および社会保障、さらに

は女性（妻・母）の無償労働を通じて家族生活の保障が図られていることが示されている。

子どもの貧困の拡大は、賃金上昇の抑制や非正規雇用の増大といった雇用の不安定化が起

きているにもかかわらず、既存の生活保障システムが延命したまま、代替的な保障が図ら

れていないために起きている。 

このように近年では、子どもの貧困のジェンダー化された性格に注目が集まりはじめ、

中でも子どもの貧困を生み出すジェンダー化された諸構造については説得的な議論が展開

されている。しかしながら貧困状態にあることが子どもたちにもたらす影響についてジェ

ンダーの視点から分析したものの数は少ない。貧困がもたらす影響については、貧困の世

代的再生産の視点から研究が行われているが、その男女差については十分な検討が未だ行

われていない。子どもの貧困については 2013年の関連法成立以降、種々の対策がとられる

ようになっているが、仮に貧困の影響がジェンダー化されているならば、対策の取り方に

ついてもジェンダーの視点から検討する必要があるだろう。 

そこで本研究では、子どもの貧困が子どもたちに与える影響をジェンダーの視点から分
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析する。具体的には、東京都『子供の生活実態調査』の個票データを用い、生活が困窮し

ていることが子ども本人と親の教育期待に与える影響に性差があるかどうかを検討する。

言うならば子どもの貧困が構造的背景と個人への影響という二重の意味でジェンダー化し

ているかどうかを検討することが本研究の課題である。 

 

2 先行研究 

（1）子どもの貧困と教育 

近年の子どもの貧困に対する社会的・学術的関心の高まりの背景には、貧困状態にある

ということが子どもに与える影響の深刻さへの懸念のみならず、その影響が長期間にわた

ることで貧困の世代的再生産が起きることへの懸念がある。 

データの蓄積のある米国などと異なり、日本での子ども期の貧困の中長期的な影響の検

討は緒についたばかりである。数は少ないものパネルデータを用いて個人のライフコース

における貧困のダイナミクス（貧困状態の継続性）を検討する研究が行われているが、デ

ータの捕捉年数が短く貧困の世代的再生産のメカニズムを明らかにするには至っていない

[岩田 1999, 岩田・濱本 2004, 濱本 2005, 石井・山田 2007, OECD 2008など]1。そこで

貧困の世代的再生産に計量的にアプローチしようとする論者は、成人回答者に子ども時代

の生活状況を回顧的に問う質問を独立変数として用いている[阿部 2007; 2011, Abe 2010, 

大石 2007, Oshio, Sano & Kobayashi 2010]。 

特に阿部[2011]は現在の生活困窮2に 15 歳時点の暮らし向きの主観的評価（「子ども期の

貧困」3）が与える直接の影響と低学歴4、非正規労働、現在の低所得を媒介した影響を検討

している。これらの関係性を図にしたものが図 1 である。年齢や婚姻状況などのコントロ

ール変数を加えた上で分析したところ、子ども期の貧困は、実際に、現在の生活困窮のリ

スクを直接高めると同時に、低学歴、非正規雇用、現在の低所得を通じて間接的な影響も

与えていた。さらに、低学歴も直接現在の生活困窮リスクを高めるとともに、低学歴が非

正規雇用になる可能性、現在の低所得のリスクを高めることを通じて間接的にも影響を与

えていたという。さらに、20歳から 49歳のコホートにおいては、子ども期の貧困変数とそ

の他のコントロール変数を投入すると、男性であることが低学歴（高校中退もしくは中学

卒）となる可能性を高める一方で、女性であることが非正規雇用となる可能性を高めてい

た。 

 
1 なお、これらパネルデータを用いた分析は、古典的な貧困研究が想定するような特定のライフコース時点（子ども期・

育児期・高齢期）の貧困リスクの一般的な高まりは確認されなかったものの、標準的なライフコース（親世帯からの独

立→就職→結婚→育児）から逸脱することが貧困リスクを高めていることを明らかにしている。序章で確認した貧困の

構造的背景を傍証する結果だ。 
2 現在の生活困窮は、過去 1 年間に経済的な理由から家族に必要な食料を買えなかった経験の有無（食料困窮）、過去 1

年間に経済的な理由から家族に必要な衣服を買えなかった経験の有無（衣料困窮）、現在の暮らし向きについての主観

的評価（生活意識）、過去 1 年間に病気にかかったが医療機関を受診しなかった経験の有無（受診抑制）から把握され

ている。 
3 「15 歳時の暮らし向き」を 5 段階で回顧的に問う質問で「1.大変苦しい」とした場合が 1、そうでない場合が 0 とコ

ーディングされている。 
4 最終学歴が中卒か高校中退の場合に 1、それ以外の場合は 0 とコーディングされている。 
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また、子ども期の貧困が持つ現在の生活困窮に対する直接的な影響と間接的な影響の比

率は表 1 の通り推計される。注目すべきは低学歴を媒介した影響の大きさである。食料困

窮 51.5%、衣料困窮 23.9%、現在の生活意識 9.2%、受診抑制 55.1%を占めており、子ども

期の貧困が直接的な影響とともに、特に低学歴を通じて現在の生活困窮に影響を与えてい

る。 

 

図 1 子ども期の貧困が成人期の生活困難に与える影響のモデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：阿部[2011: 359] 

 

表 1 現在の生活困窮に与える貧困要因の影響の内訳 

  食料困窮 衣料困窮 生活意識 受診抑制 

子ども期の貧困の影響 17.6% 51.4% 54.9% 4.0% 

低学歴の影響 51.5% 23.9% 9.2% 55.1% 

非正規労働の影響 3.1% -9.4% 12.8% 51.2% 

現在低所得の影響 27.8% 34.0% 23.2% -10.3% 

  100% 100% 100% 100% 

出典：阿部[2011: 363] 

 

以上の結果からは、子ども期の貧困が与える中長期的な影響のうち、中でも子ども期の

貧困と教育達成の関わりに焦点をあてることの意義が確認できる。残念ながら貧困研究に

おいては子ども期の貧困が教育達成を低位に押しとどめるメカニズムについては十分に検

討されていない。より詳細に個人の定位家族が持つ背景と教育達成について検討している

社会階層研究の知見を参照しながら、この問題関心を追求する意義があるだろう。その際、

子ども期の貧困状態を捉える変数の精緻も必要となるだろう。子ども時代の暮らし向きに

子ども期の貧困 

低学歴 

非正規労働 

現在の低所得 

現在の生活困窮 
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対する主観的評価は本人の学歴達成の影響を受けるという議論もあり（大石 2007）、捕捉

期間の長いパネルデータの不在という研究条件上の制約を踏まえつつ、調査分析を設計す

る必要がある。 

 

（2）社会階層と教育 

社会階層研究では、出身階層など生育家族的背景と地位達成（教育達成・職業達成）の

関係、およびそれらの間にある媒介メカニズムについて、数多くの知見が蓄積されてきた。

それらは大きく 1）学力の規定要因に注目するもの、2）教育期待の規定要因に注目するも

の、3）教育達成および職業達成の規定要因に注目するものに分けられる[森 2016]。つまり、

従属変数として学力、教育期待、教育達成・職業達成が取り上げられてきた。ここで教育

期待とは子どもたちがどのようなレベルの学歴を獲得したいと希望し、また期待するのか

を表すものであり、その後の実際の教育達成と大きく関わってくることはもちろん、子ど

もたちの抱く社会移動意識のひとつともいえる[中山・小島 1979]。さらに、これら 3 つの

概念は、個人のライフコースにおいて図 2 に示したような関係性をもつ。これは「子ども

期の貧困と教育達成」という問題関心に引き付ければ、両者の間に学力と教育期待という

媒介変数を投入していることを意味する。なお、この分野で階層は社会的地位（親、特に

父親の職業など）、経済的資源、文化資本（書物や美術品などの物理的なもの、習慣や価値

観など身体化されたもの、学歴や資格など制度化されたもの）の 3 つの観点から把握され

るのが一般的である[荒牧 2016]。 

 

図 2 学力・教育期待・教育達成・職業達成の関係図 

 

 

 

 

 

 

 

近年は高等教育へのアクセスの拡大という中長期的な趨勢を背景として、出身階層・家

族背景と地位達成の関連に変化があるのかどうかが問われるようになっている[平沢・古

田・藤原 2013]。この分野には分厚い蓄積があり、用いるデータや概念・変数の不一致、

さらには経年変化の影響もあり相互に矛盾する主張をするものも多い。それらの全てをま

とめることは本研究の射程を超えるが5、本研究と関連して注目すべきことのみあげると 3

つにまとめられる。第一に高等教育のアクセスが拡大している現代においても、教育達成

と職業達成のつながりは維持されているという点だ。近年の調査結果を見ても学歴、特に

 
5 この分野の近年の動向をレビューしたものとして平沢・古田・藤原（2013）の他に中澤・余田（2014）がある。 
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大卒であることと職業的地位と所得との関連は中長期的に見て安定的に推移しており[近藤 

1997, 原・盛山 1999, 島 1999など]、さらには非正規雇用リスクとの関連に限っては 2000

年代以降関連の強まりがうかがえる[佐藤 2011]。確かに日本は学歴と職業的地位や所得の

関連が諸外国と比べ小さいことが知られている[石田 1999, 矢野・島 2000, 有田 2011 な

ど]が、同時にどのレベルまで教育を受けたかだけでなく、どのような学校で教育を受けた

か（学校歴）の職業的地位、所得に対する規定力の強さ[平沢 2011 など]も報告されている。

つまり、国際的に見た場合の、学歴の職業達成に対する規定力の相対的な弱さは、大学間

の格差に起因していると考えられるべきであり、大学卒であることと高校卒であることに

違いがないことを意味しているわけではない。さらに日本社会において学歴は職業達成へ

の経路としてだけでなく、それ自体に強い地位表示機能があり、独自の価値を持つと考え

られる[天野 1983; 刈谷 1993]。 

第二に、高等教育の機会拡大を経た現代においても、出身階層・家族背景と教育達成の

関係は解消していないという点だ。この点については教育機会の不平等が中長期的に縮小

したとする知見[近藤・古田 2009; 2011 など]と安定的に推移しているとする知見[荒牧 

2000;2016 など]が混在している。また、マクロデータを用いた地域間格差の拡大を指摘す

るものもある[上山 2011, 2012など]。さらに、近年では階層とは別の家族背景として子ど

も期の家族構成に注目し、SSM調査、JGSS、PISAのデータを用いて、ひとり親世帯（中

でも母子家庭）で育った子どもの学力や教育達成が低位にとどまる強い傾向を報告する研

究もある[三輪 2005; 白川 2010; 稲葉 2011]。これらについて、統一的な見解を出すこと

は難しいが、それでも教育機会の不平等が解消したとする分析結果が管見の限り存在しな

い。第一、第二の点を踏まえると、大学進学率が 50%を超える現在においても高等教育の

アクセスと出身階層・家族背景の関係は検討すべき課題であり続けていると言える。 

第三に、出身階層が教育達成に影響を与えることを踏まえた上で、そのメカニズムを問

う硏究群がある。この分野には先にあげた階層の三要素（社会、経済、文化）のうちどれ

の影響力を大きく見積もるか、また階層的背景が個人の教育達成のプロセスのどの時点で

特に影響力を持つのかを巡って様々な論争が行われている。日本の選抜システムの独自性

を踏まえた上で、近年の議論では、経済的な資源の多寡の影響とは別に、文化資本と親の

職業的地位の違いがうむ学歴の便益の差に注目が集まっている[平沢・古田・藤原 2013]。

前者は、教育達成と適合的な習慣や価値観、さらにそれらを形成するために必要な文化財

などが親から子へと引き継がれることで階層の再生産が行われるとするもので、文化的再

生産仮説と呼ばれる。後者は、相対的リスク回避仮説と呼ばれ、全ての階層の親と子ども

が階層（特に父親の職業）の下降移動を避けようとする結果、親の社会的地位の高い子ど

もはより高い学歴が必要となる一方、親の社会的地位が高くない子どもは必ずしも高い学

歴を必要としなくなり、階層の再生産が起こると考える。階層によって教育選択が異なる

理由を、前者は階層特有の文化的な価値・規範から説明するのに対し、後者は合理的選択

理論を前提に階層によって学歴の便益が異なることから説明する。 
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両仮説の日本における妥当性を検討したものは多くあるが、中でも本研究の問題関心に

照らして興味深いのは荒牧[2016]の議論である。まず荒牧[2016]は、「社会階層と移動調査」

（SSM）データを用いて、初期の学力形成（中学三年時の成績）への社会階層・家族背景

（父職業、父学歴、客体化された文化資本の多寡、経済的資源の多寡など）の影響が限定

的であるのに対し、中学卒業後の進路選択、高校卒業後の進路選択には相対的に大きな影

響を直接与えていることを明らかにした。ただし、父親の職業・学歴の子どもの教育達成

への影響は一貫しておらず、相対的リスク回避仮説が支持されるという結果にはならなか

った6。さらに、階層的背景のうち経済的資源の多寡は中学卒業後の進路選択には影響を与

えていたが、高校卒業後の進路選択には影響を与えていなかった。このことから荒牧[2016]

は、少なくとも今までは高校進学を果たせる程度の相対的に豊かな（より正確には貧しく

ない層）は経済的な理由では大学進学を諦めてこなかったと解釈し、経済的資源はある一

定のライン、いわば貧困線を越えるかどうかが教育達成の観点からは問題になる可能性を

示唆している。 

さらに、荒牧[2016]は、高校生に対する別の調査7に基づき、高校生の地位達成志向と自

己実現志向の両方が、子ども本人の教育期待（大学進学を希望するかどうか）、学習時間、

内発的学習態度に概ね正の影響を与えているものの、これらの志向性が親の学歴による影

響は受けていないことを示した。つまり、子ども本人が持つ教育達成に適合的な価値観や

志向性は、出身階層とは関連がなく、文化的再生産仮説が想定するように、高階層の親か

ら家庭内で長期にわたって子へと伝達されているわけではないことが示唆された。一方で

親の学歴は子ども本人の教育期待に直接の影響を与えていることから、文化的再生産仮説

に代わる説明が求められた。そこで、荒牧[2016]は、親の「志向性」「地位」「資源」という

3 要素から学歴達成過程における階層差の生成メカニズムを捉える教育的地位志向モデル

を提示した。実際に、別の高校生と保護者に対する調査8を基に、子ども本人の教育期待に

ついて階層的背景（親の職業的地位、親の学歴）と子どもの通う高校のランクや成績、子

どもの性別などその他コントロール変数とともに、親の教育期待を独立変数として投入し

てところ、親の教育期待が最も強い説明力を持つことが示された。さらに、親の教育期待

は、親の学歴、職業的地位、子どもの通う高校のランク、子どもの性別によって規定され

ていた。つまり、親の学歴や職業的地位が親の教育期待を形成し、この教育期待が子ども

本人の教育期待に影響を与えていると推測される。 

以上の議論を踏まえると、貧困の教育を通じた世代的再生産の可能性という本研究の問

題関心においても貧困状態と親及び子ども本人の教育期待について検討する意義があると

言えるだろう。 

 
6 荒牧[2016]は後述する高校生を対象とした調査から高校生が主観的なレベルでは必ずしも職業希望と教育期待を結び

つけていないという結果からも、子どもが父親の職業を参照基準として進路選択を行うとする相対的リスク回避仮説を

退ける。 
7 2001 年に実施された東京都内にある 27 の高校に在籍する 3 年性を対象とした質問紙調査のこと。 
8 2007 年に仙台圏（名取市と多賀城市を含む）から抽出された 12 の高校の 2 年性とその保護者を対象とした「教育と

社会に対する高校生の意識－第 6 次調査」のこと。 
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（3）教育期待・教育達成とジェンダー 

これまでジェンダー視点に立つ教育研究は、学校教育が生徒を性役割に沿って社会化す

ることでジェンダーの不平等を再生産してきたと論じてきた[中西・堀 1997]。特に女性の

地位達成を構造化するものとして、選抜の度合いによって序列化されるアカデミック・ト

ラックとは別に、出身学校（特に女子教育機関）がもつ歴史的背景や組織構造（良妻賢母

教育か、専門職輩出を旨とするかなど）を意味するジェンダー・トラックの存在が指摘さ

れてきた[中西 1998]。 

一方で 1990年代を通じて女性の短期大学進学率は下がり続け、反対に四年制大学進学率

は上昇した。これは、かつては仮に選抜度の高い高校に通っていたとしても短大に進学し

ていた層が四年制大学に進学するようになったことも意味する。2017年 4月時点の大学進

学率9は男子 55.9%、女子 49.1%、合わせて 52.6%であり、少なくとも高等教育へのアクセ

スという点においては平準化が進んでいる [文部科学省 2017]。また、大学進学率は都道府

県による格差も大きく、最も高い東京都（72.8%）と最も低い大分県（36.9%）では 35 ポ

イント以上の差がある。さらに男女間の格差の程度も地域によって異なり、最新の東京都

の大学進学率は女子の方が僅かながら高くなっている（女子 73.2%、男子 72.4%）。これに

伴い、教育達成の規定要因の男女の共通化が報告されるようになっている[尾嶋 2001, 片瀬 

2005]。一方で、地域によって異なる大学進学率の違いをマクロデータの分析を通じて男女

別に説明しようとする研究もあるが、ここでも地域の労働市場など社会経済的な要因が男

女に共通して影響していることが指摘されている[朴澤 2012, 2014 など]。ただし、先に確

認した荒牧[2016]など多くの研究で特に女子に対する親の教育期待は、他の変数をコントロ

ールしても有意に低くなる傾向が報告されている。この点を踏まえると、たとえ男女で規

定要因が共通していたとしてもその影響の強弱には違いがある可能性を検討する余地はあ

るだろう。 

 

3 分析課題 

先行研究レビューを通じて明らかになったように、教育機会の階層的不平等が縮小傾向

にあるように見える現在においても、教育達成と職業達成には関連があり、出身階層など

家族背景と教育達成の間にも関連が残り続けている。また、教育機会の男女間不平等が縮

小傾向にあるように見える現在においても、家族背景が教育達成に与える影響やそのメカ

ニズムがジェンダー化されていることもうかがえる。ただし、階層研究において問題とな

るのはあくまで家族の階層的背景であり、子ども期の貧困状態ではない。さらに、貧困研

究においても子ども期の貧困状態を適切に操作化できていない。一方、階層研究の最新の

知見では、教育を通じた階層再生産において教育期待が果たす重要性が示されている。 

そこで、本研究では阿部[2017]が提案する世帯所得、物と経験の剥奪、家計の切迫の 3

 
9 ここでいう大学進学率は 18 歳人口のうち、4 年制大学に進学した者の割合を指す。具体的には当該年春の大学入学者

数を 3 年前の中学校及び中等教育学校前期課程卒業者数で除して算出している。 
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軸で把握する生活困難度変数を子ども期の貧困状態を示す変数として用いた上で、この変

数が親の教育期待と子どもの教育期待に与える影響及びその性別との交互作用を明らかに

することを分析課題とする。 

 

4 データ・変数 

本分析では東京都から委託され、首都大学東京子ども若者貧困研究センター（現 東京都

立大学）が 2016 年 8 月に行った「子供の生活実態調査【小中高校生等調査】」の個票デー

タを用いる。調査の概要は以下のとおりである。 

 

表 2 東京都「子供の生活実態調査」概要 

調査対象 
都内の 4自治体（墨田区・豊島区・調布市・日野市）に在住の小学 5年

生、中学 2年生、16-17 歳（高校 2年生及び高校に在籍していない同年

齢の子供を含む）の子供本人とその保護者 

調査対象数 1万 9929世帯 

抽出方法 住民基本台帳により、対象年齢層の者すべてを抽出 

調査方法 郵送法（一部ウェブ回答） 

有効回答数 子ども 8367 票（有効回答率 42.0%） 

保護者 8429 票（有効回答率 42.3%） 

調査期間 2016年 8月 5日から 9月 7日まで 

 

本分析ではこれら有効回答数のうち、16-17歳で親子マッチングが可能であった 2576票

を分析に用いる。調査結果全体については、東京都保健福祉局「子供の生活実態調査」を

参照されたい[東京都 2017]。 

分析に用いる変数は表 3 のとおりである。なお、従属変数である「子ども本人の教育期

待」は今後進学を希望する学校を聞いた質問、「親の教育期待」は子どもに期待する学歴を

聞いた質問に対して、「大学」「大学院」と答えた者を「1=大学以上」とし、それ以外の者

を「0=大学未満」とした。また独立変数としては性別と生活困難度の他、コントロール変

数として先行研究でその影響力が示されている子ども期の家族構成を表す「世帯タイプ」

と子ども本人の「成績」、さらに階層的背景を表す「親の学歴」を投入する。なお「親の学

歴」はふたり親世帯とひとり親世帯のうち父子家庭については父親の最終学歴を採用し、

母子家庭の場合は母親の最終学歴を採用した。 
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表 3 分析に使用する変数一覧 

 

 

5 結果・考察 

（1）単純集計とクロス集計 

まず、単純集計を確認すると子ども本人の 80.0%、親の 85.1%が大学以上の学歴を期待

していた（表 4）。さらに、子ども本人の教育期待、親の教育期待とも生活困難度別、世帯

タイプ別に見ると有意な違いが確認された（表 5 および表 6）。子ども本人、親ともに「一

般層→周辺層→困窮層」の順に大学以上の学歴を期待しない層の割合が高くなる。また、

子ども本人、親ともにふたり親世帯よりもひとり親世帯の方が大学以上の学歴を期待しな

い層の割合が高かった。より困難な家庭背景をもつ親子の教育期待が、そうでない親子に

くらべ低くなる傾向があることがわかる。他方、性別とのクロス集計については、子ども

本人の教育期待においては有意な差は見られなかったが、親の教育期待においては女子に

対する教育期待が有意に低かった（表 5および表 6）。 

これらを踏まえ全体として指摘できるのは、親の教育期待が子どもよりも高い傾向にあ

ったことである。生活困難度のそれぞれのカテゴリー別、世帯タイプのカテゴリー別、子

どもの性別のカテゴリー別にみても、すべてのカテゴリーにおいて親の教育期待の方が子

どもの教育期待よりも高かった。なかでも注目すべきは、ひとり親世帯の子ども本人と親

の教育期待の差、子どもが女子である場合の本人と親の教育期待の差である。ひとり親世

帯においては親が大卒以上の学歴を期待する割合は、74.9%であるのに対し、子どもは

65.6%とその差が 9.3になる。一方、子どもが女子の場合、親が大卒以上の学歴を期待する

割合は 81.9%であるのに対し、子ども本人は 79.8%であり、その差はわずか 2.1ポイントに

まで縮まる。ひとり親世帯であることは親子の教育期待を下げるが、特に子どもに対する

影響の方が相対的に強い可能性があると言えよう。また、子どもが女子であることは子ど

も本人の教育期待を下げることはない（子ども本人の性別による教育期待の違いは有意で

はない）が、親の教育期待を有意に下げる（男子との差 6.6 ポイント）ということになる。
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男女平等の観点から注視すべき結果である。 

 

表 4 子ども本人・親の教育期待 

 

 

表 5 子ども本人の教育期待（性別・生活困難度・世帯タイプとのクロス集計） 

 

 

表 6 親の教育期待（性別・生活困難度・世帯タイプとのクロス集計） 
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この性別の特徴をより深く検討するため、生活困難度の各カテゴリー別に性別と親子の

教育期待の連関を見た（表 7 および表 8）。すると子ども本人においては、どの生活困難度

カテゴリーにおいても子どもの性別による違いは確認されなかった。つまり、確かに生活

が困窮することで子ども本人の教育期待が下がる傾向がうかがえるが、その傾向に男女差

はないと推測される。他方、親においてはすべての生活困難度カテゴリーにおいて子ども

が女子である場合、男子である場合よりも教育期待を有意に下がっている。具体的にみる

と困難層においては男子に対して大卒以上の学歴を期待する親の割合は 78.2%であるのに

対し、女子は 58.3%にとどまる（5%水準で有意）。周辺層においては男子 82.9%、女子 70.6%

（5%水準で有意）、一般層においては男子 90.4%、女子 87.4%となる（10%水準で有意）。

つまり、どのような生活困難度にあろうと親は女子よりも男子に高い教育期待を持つが、

その性差は生活が困窮すればするほど高まることになる。 

 

表 7 性別・生活困難度別の子ども本人の教育期待 

 

 

 

表 8 性別・生活困難度別の親の教育期待 

 

 

（2）ロジスティック回帰分析 

続いて子どもの教育期待と親の教育期待について以下の通りモデル推定する。 

 

子ども・親の教育期待モデル 1 性別 生活困難度 世帯タイプ 成績 

子ども・親の教育期待モデル 2 性別 生活困難度 性別・生活困難度の交互作用項  
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世帯タイプ 成績 

子ども・親の教育期待モデル 3 性別 生活困難度 性別・生活困難度の交互作用項 

世帯タイプ 成績 親の学歴 

男女別子ども・親の教育期待モデル 4 生活困難度 世帯タイプ 成績 親の学歴 

 

子どもの教育期待モデル 1、モデル 2、モデル 3の推定結果は以下の通りである（表 9）。 

 

表 9 子ども本人の教育期待のロジスティック回帰分析 

 

 

モデル 1 では性別、生活困難度、世帯タイプ、成績を投入したところ、性別以外は全て

1%水準で有意な結果となった。具体的には、一般層に比べ周辺層、困窮層は大学以上の進

学を希望しなくなる傾向にあった。また、それぞれの係数に注目すると困窮層の方がその

傾向が強いと考えられる。次にモデル 2 でモデル 1 の独立変数と同時に性別と生活困難度

の交互作用項を投入したところ、10%水準ではあるものの、女性の方が男性よりも大学以上

の進学を希望する傾向が確認された。またモデル 1 で確認された生活困難度の有意な影響

は消失した一方、性別・生活困難度の交互作用項においては女性の周辺層のみ、男性の周

辺層よりも大学以上の進学を希望しない傾向が確認された。女性全体としては、男性より

も教育期待が高い傾向にあったが、こと周辺層に限るとむしろ女性の方が教育期待が低い

ということになる。さらに、モデル 3 ではモデル 2 の変数に加え、出身階層変数として親

の学歴を投入した。その結果、再び女性の有意な影響が消失したものの、周辺層に限ると

引き続き女性の教育期待が低くなる傾向が確認された。 

親の教育期待についても同じモデルを推定した（表 10）。 
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表 10 親の教育期待のロジスティック回帰分析 

 

 

子どもの教育期待と比較しながら独立変数ごとに結果を確認すると、まず性別について

は子どもの教育期待とは逆の方向性で有意な違いが確認された。具体的にはモデル 1 にお

いては 1%水準、モデル 3においては 10%水準で女子に対する親の教育期待が男子に対する

教育期待よりも低くなる傾向が確認された。生活困難度についてはモデル 2 においても困

窮層の親の教育期待が 10%水準ながら一般層よりも低くなる傾向が残り続けた。しかしな

がらモデル 3においては子ども本人の教育期待同様、有意な影響は消失した。また、性別・

生活困難度の交互作用項については子どもの教育期待同様、モデル 2（10%水準）、モデル

3（5%水準）で周辺層において女子に対する親の教育期待が男子よりも低くなる傾向が確認

された。さらに、成績については子どもの教育期待においては全てのカテゴリーで「下」

との有意な違いが確認されたが、親の教育期待においては、モデル 1においては「やや下」

「真ん中」、モデル 2と 3においては「やや下」で有意な差が確認されなかった。成績の向

上は子どもの教育期待を直線的に高めるが、親の教育期待についてはある一定の成績レベ

ルにまで到達しないと影響を及ぼさないことが推測される。親の学歴については子どもの

教育期待についても、親の教育期待についても有意な影響を与えていたが、親が中学卒で

あることの教育期待へのマイナスの影響は子どもの方が強く、大学以上の学歴を持ってい

ることのプラスの影響は親の方が強かった。 

続いてモデル 3 つについて、その他の変数の影響を一定にした上で、性別・生活困難度

ごとに教育期待の予測値をプロットしたところ図 3、図 4の結果が得られた。どちらも一般

層と周辺層の間で男女の回帰直線の傾きに違いがあることが確認できる。  
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図 3 子ども本人の教育期待に対する生活困難度と性別（子ども）の交互作用の効果 

 

 

図 4 親の教育期待に対する生活困難度と性別（子ども）の交互作用の効果 
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最後に男女別に子どもと親の教育期待それぞれに対して、生活困難度、世帯タイプ、成

績、親の学歴を独立変数とするロジスティック回帰分析を行なったところ、親と子ども両

方において女子のみ生活困難度に有意な違いが確認された（表 11 モデル 4・女子のみ）。

つまり、全体としては生活困難度の有意な影響は確認されなかったが、それは様々な変数

をコントロールすると男子の教育期待に対する生活困難度の直接の影響が確認されなかっ

たためだと考えられる。 

 

表 11 子ども本人・親の教育期待のロジスティック回帰分析（女子のみ） 

 

 

6 まとめ 

以上の分析結果をまとめると第一に子どもが男子の場合に比べ、女子の場合は親の教育

期待は有意に下がる傾向にあることが明らかになった。第二に生活困難度は様々な変数を

コントロールすると親子の教育期待に直接的な影響を与えていないと推測される。第三に、

ただし、一般層と比較した際の周辺層については生活困難度の影響に性差があると考えら

れる。具体的には周辺層の男子よりも、周辺層の女子は生活が困難であることの影響を受

けている。これは親子両方に確認される傾向である。実際に男女別に分けて回帰分析を行

なったところ、女性のみ生活困難度が高まるほど教育期待が低下する有意な傾向が確認さ

れた。男子は生活上の困難が深まっても本人と親の教育期待に直接の影響を受けないが、

女子は生活上の困難が増すことが、教育期待に直接、負の影響を与えることが明らかにな

った。東京都のように大学進学率に性差がない地域においても、生活困難度の教育期待に

与える影響には性差があると言えるだろう。子どもの貧困はその原因だけでなく、結果に

おいてもジェンダー化している現象だ。 
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